





























水道事業 には事業経営の効率的推進と環境保全対策の推進 という,一見,相 反する施策の両
立が強 く求められるようになって きている。環境会計は,環 境保全コス トとその コス トによっ
てもた らされた効果とを対比 させて捉 えることにより,環境保全対策に効率的かつ効果的に対
処するための意思決定に役立つ情報を提供するものであ り,両施策の両立にとって有用であ
る。 しかしなが ら,現在の環境会計はフロー情報を中心 としているため,中 長期的な環境保全
対策を考える上で有用な情報 を提供 しているとはいえない。
本稿は,フ ロー情報中心の環境会計にス トック情報 を導入する方途を検討 しようとするもの
である。環境会計にス トック情報を内在させることは,世 代を超 えた 「持続可能な発展」の実
現 を考 える際に も有用である。検討に当たっては,複 式簿記の仕訳 を環境会計に用いて,ス
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トック情報 を含めた環境会計の構築 を展望することとしたい。なお,本 稿で対象 とする水道事
業者は,わ が国における給水人口1億24百万人の うちの99.2%に給水 を行ってる地方公営企業
による水道事業者である。
1.環 境 会 計 導 入の必 要 性
(1)水道事業を取 り巻 く環境の変化
かつて,水 道事業における事業の目的 としては上水道の普及促進 すなわち 「量」的拡充が
重要視されてきた。 しか し,上水道の普及率が96.6%に達 した現在,経 営活動の関心は水質の
いっそうの向上や経営の環境への配慮 などといった 「質」的拡充に重点がシフトして きている。
水質に関 しては,安 全 ・健康への関心の高 まりや,ミ ネラルウォー ターを飲み水 としてペ ッ
トボ トルで買うというこれまでのわが国にはなかった習慣の定着 なども背景として,従 来 より
厳 しい高度浄水処理が求められるようになっている。また,例 えば東京都では国の水質基準 よ
り高いレベルのにおい,味,外 観(色 度 濁度)に 関する 「おい しさに関する水質目標」を設
定 して水質の向上を推進 している 【東京都(2004)】。
さらに,国 民の環境意識の向上に伴 って環境経営の推進のためのさまざまな施策が講 じられ
・るようになった。例えば厚生労働省が2004年6月に出した 「水道 ビジョン」では主要施策の一
つとして 「環境負荷の低減」が明確に位置づけられている 【厚生労働省(2004)】。 しか し,環





近年,民 間企業では熱心な環境保全対策が行われるようになっている。 しか し,利益の追求
を本来の存在 目的 とする民間企業においては法令遵守 レベルを超える意味での環境保全対策 を
講 じることは企業の本来の存在 目的から乖離 していると見 られかねない。 この点において,水
道事業における環境保全対策の意味 と大 きく異なっている。,
地方公営企業法第3条は,経 営の基本原則 として 「常に企業の経済性を発揮するとともに,
その本来の 目的である公共の福祉 を増進するように運営」することとしている。つ まり,水道
事業には,存 在の基本 として経済性 と公共の福祉 というある意味相反する二つの 目的を達成す
ることが求められている。環境保全対策は公共の福祉に含意されていると捉えられるため 【北
村喜宣(2001),pp8-9】,水道事業には,環 境保全が経営 目的の中に明確に位置づけ られてい
ると考 えることができる。
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一方,水道事業は公共部門 というものの,そ の経営は,経 済性すなわち経費を 「地方公営企
業の経営による収入で充てる」という独立採算制が とられ,一 般会計に頼 らない能率的経営,
自主性 と責任による事業推進,利 用者が利用の程度に応 じて利用料 を負担する受益者負担を旨
としている。 このためさまざまな状況変化に対応 した料金体系 ・水準の見直 しが行われ,例 え
ば東京都では2005年1月か ら平均L3%の料金水準の引 き下 げが行 われた 【東京都(2004)】。
料金水準の引き下げに加えて給水量 も,節水意識の浸透や人口増が見込めないことなどから低
減 しているため料金収入が頭打 ちとなってお り,水道事業全体の累積欠損金が1272億円に も
上るな ど経営は悪化傾向にある 【地方公営企業制度研究会編(2004),pp.73-76】。
さらに,水 道事業は,こ れまで公設による地域独占事業と考えられてきたが,民 営化の波に
さらされるようになってきている。海外では,1989年の イングラン ド・ウェールズの上下水
道民営化,従 来から公共部門の委託 を受けて公設民営化方式をとって きたフランスの民間水道
事業の歴史などを背景として,英 仏 を中心 として大規模 な民間水道企業による国際マーケット





や外郭団体にメー ター検針や水質検査 といった業務 を委託 している事業体は8割を超えるよう
になって きている 【国土交通省(2003)】。また,地 方公営企業は効率的事業経営 を目的として
地方 自治体か らの売却が急 ピッチで進められようになって きているなど2),民営化の波が押 し
寄せてきてお り,経営 ・運営形態の多様化も進んできている。
その一方,水 道事業に対 しては,先 に挙げた 「水道 ビジ ョン」で環境配慮が強 く求められる
など,公共の福祉の一翼を担 うもの として環境経営を推進するとともに,事 業の経済的効率性
を実現するという「見相反する事象の両立が大 きな課題 となっている。このため,経 済的側面
と環境保全的側面 とを比較考量 しながら事業経営を推進 していくためのツールである環境会計
の導入が必要となって くる。
(3)環境会計の体系
環境会計 とは,環 境省の 『環境会計 ガイ ドライン2005年版』 によれば 「環境保全のための
コス トと,その活動 により得 られた効果を認識 し,可能な限 り定量的に測定 し伝達する仕組み」
である 【環境省(2005a),P.2】。
図1は環境会計の概念図である。 この図か ら明 らかなように,環 境会計では左側に財務パ















(出所)環 境 省r環 境 会 計 ガイ ドライン2005年版」2005年,p.2。
フォーマ ンス,す なわち貨幣単位による情報である 「環境保全コス ト」 と 「環境保全対策に伴
う経済効果」が示 される。そして,右側に環境パフォーマ ンス,すなわち物量単位(エネルギー
単位 のJ(ジュール),体積単位のkm3など)に よる情報である 「環境保全効果」が示 される。
つまり,環境会計では財務情報と環境情報(非 財務情報)を 対比 して捉えることができる。 こ
こで 「環境保全 コス ト」とは,「環境負荷の発生の防止,抑 制又は回避 影響の除去,発 生 した
被害の回復又はこれらに資す る取 り組みのための投資額及 び費用額。貨幣単位で測定」するも
のである 【環境省(2005a),P.11】。なお,企 業の支出が 「環境保全 コス ト」に該当するかどう
かは 「目的基準」,すなわち環境保全 目的で投下した支出なのかどうか,に よって判断される。
例えば,省 エネ型設備の購入による支出や廃棄物の リサイクルのための支出などがあげられる。
環境保全対策を講 じた結果得られた効果は2つの要素からなる。図の右側の 「環境保全効果」
は 「環境負荷の発生防止,抑 制又は回避,影 響の除去,発 生 した被害の回復又はこれらに資す
る取 り組みによる効果」である 【環境省(2005a),P.21】。
図の左側の下の 「環境保全対策に伴 う経済効果」 は,「環境保全対策を進めた結果,企 業等
の利益に貢献 した効果」である。その内容 は,2つか らなる。1つは,確 実な根拠に基づいて
算定 される 「実質的効果」で,リ サイクルによる有価物の売却益などの収益 と,省 エネによる
電気代の節約など発生が回避 されると認められる省エネによる費用節減が含まれる。 もう1つ
は,仮 定的計算に基づいて算定される 「推定効果」で,環 境損傷 を予防することにより回避 さ
れたと仮定 される損害賠償金 などが該当する 【環境省(2005a),P.27】。
物量 による 「環境保全効果」が入 り込んでいることが環境会計の特色であ り,複式簿記で捉
えることを難 しくしている。 しか し,物量のほうこそ環境会計にとっての本質的効果となる。
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ここで注意すべ きことは 「環境保全コス ト」には,費 用 と投資,す なわちフロー とス トックが






口25万人以上の水道事業者73に対 して行った環境会計実情調査(以 下,水 道事業環境会計調
査 と言 う)に よると,14事業者23.3%が「環境会計導入済み」であり,20事業者33.3%が「環
境会計導入検:討中」 となっている3)。両者 をあわせ ると56.6%と半分以上が何 らかの形で環境
会計に取 り組 んでいるといえる。 この56.6%とい う割合は,民 間企業の取 り組み割合である
45.6%と比べてみても高 くなってお り4),有用性に対する認識が高いと見ることができよう。
また,他 の行政部門では,中 央官庁では導入ゼロ,地 方自治体(都 道府県,政 令指定都)の
一般会計部門では3県(岩 手県,埼玉県,山 口県),都市では(横 須賀市,多 摩市,鯖江市など)
が導入 しているに過ぎないことと比較すると,公的部門の中で水道事業における環境会計の導




というある意味.「上水製造工場」 を中心 とした ものなので,製 造業を主眼 として構築 された環
境省ガイ ドラインに馴染みやすい事業展開であること,事業本体が 「水づ くり」 とい う環境保
全 と直結する事業を行っていること,な どが考えられる。
(2)水道事業の環境会計の実例
実際に導入 されている環境会計 を,水 道事業で最 も早 く環境会計 を導入 し,内容的にも充実
している東京都水道局を例 にして検討 してみ よう。表1に見るとお り,縦方向に 「事業エリア
内 コス ト」「上 ・下流コス ト」など環境省のガイ ドラインに準拠 した形で 「分類」を挙げている。
そ して横方向に,ま ず 「環境保全 コス ト」「環境保全対策 に伴 う経済効果」として貨幣単位に
よる情報 を挙げ,そ の右欄 に 「環境保全効果」として 「t-CO2/年」などの物量単位 による情
報 を挙 げている。なお,投 資は,環 境保全対策のための建設費等固定資産取得費であ り,費用











16決算 is決算 15決算 増減 艮6決算 15決算 増減 環境負荷指標 235t-CO2/台)
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② 生産 ・サー ビス活動 に
伴って.その上流又は下流 グリーン購 入
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は減価償却費と当期費用の合計額である。
環境保全 コス トは,水 道事業の全体予算の中の浄水費,配 水費,給 水費,業 務費など多様な
項 目の中に含 まれてお り,また,実 際の支出 も本庁舎や各浄水場などで行われるなど様 々な費
目 ・エリアの中に散在 している。このため,通 常 「環境保全」 という切 り口でそのコス トを把
握することはで きない。 しかし,環境会計では,そ ういった様々な費 目 ・エリアにおける環境
保全 にかかわるコス トを環境保全コス トとして体系的に集計 ・表示 している。
また,環 境 コス トが分類表示 されているため,ど の分野でコス トがかか り,どの分野で効果
が上がっているかを判断することができる。環境 コス トが最 も多 く費や されているのは,「投
資」欄では 「地域環境保全 コス ト」部分であるが,そ れ以外の 「環境保全 コス ト」,「環境保全
対策に伴 う経済効果」,「環境保全効果」の各欄では,「その他」部分である水道水源管理と漏
水防止対策が大きくなっている5>。漏水対策は,老 朽化 した水道管からの漏水 を防止する工事
を行 うことにより,大 きな節水効果を生 じさせ,そ の分,水 の配水量 を減少させ ることができ
るためエネルギーの削減に結びつ く性質のものである6)。
コス トと効果の各合計欄(16決算)を 見ると,ス トックである投資の合計は236百万円,フ
ローである費用の合計 は4,16:;百万 円,経 済効果は5,647百万円であ り,結局経済的には1,489




水道事業の環境会計は,環 境省のガイ ドラインに準拠 しているが,東 京都水道局をは じめほ
とんどの水道局では,法 令で規制される公害防止コス トを水道事業推進上の義務的コス トとし
て集計選定対象か ら除外 している。つ まり,ほ とんどの水道事業の環境会計は自主的な環境保
全への取 り組み部分についてのみ表 しているのである7)。この点はガイ ドラインと異なっている。
このほか,東 京都水道局の刷紙 『環境会計』の中では,環 境会計情報を利用 した環境保全効
率(式 は 「CO2排出抑制量(t)÷環境保全 コス ト(100万円)⊥%で 算出)な どの指標が暦年
でグラフ化されている。こういった環境効率性の指標 を用いることにより,単なるコス トの増
減や削減量の多寡の推移を見 るのみでない,効 果的な費用対効果分析が行われることになる。
3.ス トック情 報 の 必 要性
(1導 入されている環境会計の利用方法
環境会計は,環 境保全対策の効率的 ・効果的取 り組みのために有用性を発揮すると考 えられ
るが,こ こではさらに具体的に,環 境会計が,現 在 どのように利用 され 「役立」っているかを




























確認 した上で,そ の 「役立」が不十分なことを 「整合性あるス トック情報の欠落」の側面から
考えてみ よう。
環境会計が現在 どのように役立っているかについては,表2か ら 「費用効果分析⊥ 「自主的





東京都水 道局のみならず福岡市水道局,札 幌市水道局でも用いられているため,事 業者間比較
としても活用することがで きる。先に環境コス`ト'は「目的基準」で抽出すると述べたが,そ う
であればコス トに対する効果は環境保全効果で表される必要があ り,さ らにコス トの効率的利
用 についての判断も,環境保全効果が如何 にもたらされたかに視点をお く必要がある。t(トン)
と円とい う単位が異なるもの を分析指標 として用いられやす くなったのは環境会計導入による
効果 と考えられる。
また,東 京都水道事局o;環境会計に見られたように水道事業の環境会計の多 くは法令遵守コ.
ス トを除外 した 自主的取 り組みを集計範囲としている0講 じた環境保全対策が強制されて行わ
ざるを得ないものだったのか,そ れ とも事業体の自由な意思決定の結果だったのかは重要な違
いであ り区別される必要がある8>。水道局の環境会計のあ り方は自主的な取組を抽出 したもの
であ り 「自主的な取組の支出額の管理」に役立つものである。
さらに,環 境会計は様々な事業活動の中に散在 していた環境保全対策にかかわるコス トを
「環境保全」のための支出という 「目的基準」の切 り口で区別して抽出した上で,活 動分野 ご
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とに分類 して集計 している。 したがって,環 境 コス ト要因が どの分野にあるかが特定で きるた
め 「コス ト削減」の検討材料を提供する働 きを担 うことができる。東京都水道局の例であれば,
投資 としては 「環境保全 コス ト」が大 きく,費用 としては 「その他」(水道水源林管理,漏 水
防止対策)が 大 きいことが明確 にわかる。
この ように,環 境会計は環境経営の推進のための新たな情報要素を提供するものであ り,有
用 な活用がなされてきた。 しか しその一方,「投資効果分析」への利用は19.E%にとどまって
いる。その理由として,現在の環境会計では,環境保全 コス トにはフロー情報 としての費用 と,
ス トック情報 としての投資が含 まれているに もかかわらず,効 果のほうは単年度のフローのみ
が集計 されてお り,不整合になっていることが考えられよう。フロー情報はフロー情報として
独立 させ,ス トック情報 は効果についても計上 した上で,ス トック情報を別個に独立 させて表




営中期計画な ど,中長期的スパンでの事業計画を立てて施策を講 じている。そして,ほ とんど
の計画は毎年フォローアップ し,進行管理を行 っている。 しか し,現在の進行管理では施策の
目標に対する達成率はわかって も,環境負荷の増減など環境保全効果が示されない場合が多い
上,コ ス ト面でのフォローア ップも明 らかにされないとい う不十分 さがある。一方,環 境会計
であれば環境保全効果 もコス トも明らかになるが,単 年度におけるフロー情報であるため,中
長期計画全体の中での進行管理には不向きである。環境会計がこれまで用いられて きた各種施
策のフォローア ップと異なる有用な情報 をもた らすためには,計 画の進捗状況 を累積 して表
し,計画の どこまでが進捗 しているかを表すス トック情報 を提供することが重要であろう 【石
津寿恵(2003)p226】。





年度の 目標 に対する進捗状況 を把握するとともに,計 画の最終 目標に対する当該年度の達成率
を明 らかにする必要がある。 しか し,環境会計はほとんどの場合,前 年との差額 を集計 してい
るため,各 年度におけるフォローアップには利用できて も,計画全体のフォローアップには不
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る。 このため,将 来世代を視野に入れて,環 境資産として何を残 しているか,環境負債として
将来世代に何 を負わせているのかを明らかにする必要がある。
持続可能な発展 という概念(限 られたエネルギー資源を将来世代に残 し,将来世代が自らの
ニーズを充足す る能力 を損なうことなく,現在の世代のニーズ を満たせる発展。(1987年ブル
ン トラン ト・レポー ト))を敷術 させた ピアーズ ・レポー トが述べ るように 「将来世代が相続
すべ き環境資産 は前世代が相続 した ものを下回ってはいけない」 【DavidPearse(1989)】。 そ
のためには,保 全された環境を将来世代が受け継 ぐべ き 「環境資産」 とし,現代世代が蓄積 し
た環境負荷 は将来世代への 「環境負荷削減義務」あるいは 「環境負債」 として認識する必要が
ある。当該年度における収支のみに捉 われてはいけないことは,例 えば わが国の公会計にお
いて,単 年度の収支は明 らかであるものの,700兆円を超える国債残高,す なわち将来世代へ
の負債 を明らかにするB/Sの作成が求め られるようになってきたことからも明 らかである。地
球環境問題のような長期的スパンの問題においては,将 来世代を見据えたス トック情報の提供
が一層求め られる。
つ まり,現在のフロー情報 を中心 とした環境会計に,中 長期的 あいは将来世代を視野に入
れたス トック情報をバ ランスよく盛 り込んだ環境会計 を体系化する必要があると考えられる。
そこで,フ ロー とス トックとを同時 に捉える仕組みである複式簿記 の仕訳 を環境会計に導入
し,そ こか らス トック情報 を含めた一環境会計のP/L,B/Sの一試案を考察 してみたい。
4.ス トック情 報 に関 す る試 案
(1)仕訳 と損益計算書 ・貸借対照表の考 え方
ス トック情報 を含めた環境会計の仕訳 とP/L,B/Sに関 して,以 下の事項 を前提 として考
えてみようis)。
前提1物 量単位で表される環境保全効果は 「t-CO;」で換算 して 単位 を統一す ること。
(環境保全効果はtやkgといった物量単位で示されるが,さ まざまな物量単位 をそのまま用
いても,集 計す る意味は薄 くなる。現在,京 都議定書の関係でCO2の削減が,水 道事業の各
種環境計画の中で大 きな位置 を占めつつあ り,明確 な目標値 を持っている場合が多いこと,東
京都水道局の例に見られたように一定の物質については二酸化炭素換算単位であるt-CO2に換
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算できるようになっていることから,こ こでは 「仮」に物量 をt-COzに統一 して考えることと
する。)
前提2G幣 単位 財務会計 の仕訳 と 物量単位 境 全 の仕訳 を別立 しP/LとB/S
もそれぞれ別につ くること。
(表1からも明 らかなように,環 境会計の情報要素 には貨幣単位で表せ るものと表せないも
のがある。このため円 と物量 というように単位の異なるものは別々のP/L,B/Sに計上する
ことにする。 そ して,貨 幣単位のものは,財 務的P/L,B/Sと呼 び,物 量(こ の場合t-CO2)
単位によるものは環境的P/L,B/Sと呼んで別立てす ることにする。)
前提3財 務的P/Lの 借差 は企 にとっての 敵的損益 を 瑠境的P/Lの一借差は社会 に
とっての損益を と捉 える よ'に え るこ と。
(財務的P/Lの貸借差額は,報 告主体 にとっての利益,損 失 を表 している。環境的P/Lの貸
借差 は,貸 方が多ければ環境利益 であ り一例 えば二酸化炭素 の排 出削減量 一それは,社 会 に
とっての利益 一社会的利益 一と考えられる。反対に環境損失が出れば,社 会的損失 と捉 えるこ
とができると考え られる。)
(2)例題 に よる仕訳 の例'
上記 を前提 と して,下 記 の 【資料 】 を もとに①5年 計画 当初,②1期 目,③II期 目の 仕訳
を考 えてみ よ う。
【資料 】
・A市 は,環 境 計画 にお いて,5年 間でCO2を二 酸化炭素 換算 で500レCO2削減す る ことを
定め た。
・毎年度 の削減 目標値 を100t-COaとす る こと とし,そ のための予算 は1250万円とする。
・毎年 度,CO2削減対 策 と して,太 陽光発電 バ ネ.ル(取得 原価1,000万円,残 存 価額ゼ ロ,
耐用 年数5年,定 額 法。 同パ ネルの運 転費 用150万円)を 買 い増す とと もに,漏 水 防止
対策(費 用100万円)を 講 じる。
・1期 目は削減 目標 値 を達 成で きたが,II期目は80t-CO2しか削減 で きなか った。
II期目は建築副 産物 の売 却益50万 円(収 益)を 得 た。
(物量単位 の ものの仕訳一 す なわ ち環境 的P/L,B/Sに計 上す る科 目一 につ いて は,斜 めの イ
タ リックで示 し,貨 幣 額 による もの と区別 して表記 す る。)
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①5年計画当初の仕訳
(借)κ0・伽 機 槻 返500(貸)t-CO、 劇減轟務500
5年計画では,「5年間でCO2を二酸化炭素換で500レCO2削減」と定めた。すなわち,「500レCO
























1期目については,期 首において 「100t-CO」削減のため予算が1,250万円ついてお り,そ
れが水道会計に入金されたと考える。 このうち1,000万円分は太陽光発電パネル という固定資
産の購入に当てる分で資本金 とし,250万円分はパ ネルの運転費用であ り,用途の限 られた受
贈益 として処理する。この ようにrLつに分けるのは,資 本的支出 と収益的支出を区分するため
である。
期 中においては,当 初の予定通 り,太陽光発電パネル(取 得原価1,000万円)を 購入 し,同
パネルの運転費用 として150万円,漏水防止対策に100万円支 出した。この仕訳 は,通 常の簿
記 と同様であ り,借 方 「太陽光発電パネル1ρ00」,「発電パ ネル費用150」,「漏水防止費用
100⊥貸方 「現金1250」となる。
また,環 境的にはt-COの削減分は利益 と考えられるので,「t-CO2削減益100」として貸方
に仕訳 し,借方には,今年度が中期計画初年度であ り,削減 目標の途中にあることか ら 「t-CO2
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削減仕掛品100」とする。
期末 においては,こ のパ ネルを減価償却 し,借 方に 「設備減価償却費200」,貸方に 「設備
減価償却累計額200」とする。そして,今 年度削減分は 「t-CO2削減義務」の減少であるため,































20亡 一〇〇2渤槻 仕凱 易20
80か002劇 あe義貌 返80
1期 目においては,年 度 目標100t-CO2のうち80t-COzしか削減することができなかたこと,
建築副産物の売却益 として50万円の現金収入が計上 されたこと,と いう条件が加わったほか
は,太 陽光発電パネル1,000万円分買い増す など,1期 目と同様の条件である。 したがって,
1期目と異なるところについてのみ検討することとする。
当年度の目標のうち達成できなかった分については,貸 方 「t-CO2削減仕掛品20」として仕
掛 品勘定を減 じるとともに,借 方には 「t-CO削減未達成損20」を計上 して,環 境利益を減少
させ ることになる。副産物の売却については,貸 方に 「副産物売却益50」,借方に 「現金50」
を計上する。
「t-CO2削減義務」は,達 成された80のみ対照勘定の処理を行う。
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4.損 益 計算 書 と貸 借 対 照表
次頁のP/LとB/Sは,これ らの仕訳か ら単位の 同じもの同士 一すなわち円と物量(t-CO2)
一を集めて,円 については財務的P/L,B/S,物量については環境的P/L,B/Sとして作成 し
たものである(財 務的P/L,財務的B/Sは,環境会計関連部分のみを挙げて作成 している)。
財務的P/Lは,環境保全対策を行 った場合の損益 を表 してお り,先に述べたように報告事業
体に とっての環境保全にかかわる貨幣的損益 を表 している。例題の場合,1期 目に当期損失
200万円が出ているが,環 境保全対策 を講 じた場合,通 常(水 道事業では 「節約益」が多額)
金額的には損失になる。この部分のみを見ると 「環境保全対策は単なる金食い虫」 と考えられ
て しまうかもしれない。 しかし,先 に述べたように,環境会計における 「本質的効果」は,貨
幣額による利益 ではな く,環境保全の見地からどの程度効果が上がったかで,良 否を判断する
必票がある。つまり,財務的P/LとB/Sのみで損益 を判断するのではなく,物量情報である環
境的P/LとB/Sを併せて見て,環;境保全対策の適否 を総合的に判断することが重要である。
次に,環 境的P/LとB/Sを検討 してみ よう。環境的P/Lでは,t-CO2削減分 を当期の利益 と
して捉えて,貸 方 に 「t-CO2削減益100」とす る。CO2の削減は,社 会にとっての利益 と考え
られるので,貸 借差は 「当期t-CO2社会 的利益」 とす る。環境的B/Sには,当 期の 「t-CO2削
減量」が5年後の目標年度までの仕掛品 として環境資産に計上される。これは,目 標年度 まで
毎年累積 されてい くこ とになる。貸方には環境的P/Lの「当期t-CO2社会的利益100」が計上
される。目標年度までに果たす義務のあ る 「t-CO2削減」のうち未達成の400t-CO2は欄外に注
記 される。これにより,目標 に対する未達成状況が明確に表 されることになる。
∬期 目も,上 記③に示 した仕訳 を1期 目と同様に単位の同じもの同士集めて,168頁の よう
に財務的P/L,B/S,環境的P/L,B/Sとして作成する。財務的P/Lは,副産物の売却益があっ
た ものの350万円の損失 を出している。 また,環境的P/Lでは,「t-CO2削減益」 と 「t-CO2未
達成損」 との差を,「当期t-CO2社会的利益」 とし,貸借差である80が算出される。
そ して,環 境的B/Sには,借 方に前期の 「t-CO2削減仕掛品100」と,今 期分 とを累計 した
180が,貸方には 「当期t-CO2社会的利益80」と前期の 「繰越t-CO2社会的利益100」を計上す
る。 また,注 記 として,5年間におけるt-CO2削減 目標のうち達成で きていない分を 「t-CO2削
減義務が320t-CO2ある」 と記す ことにす る。
当初 の目的は,環 境会計に整合性 を持 ったス トック情報 一すなわち,「効果」にもス トック
を認識 し,計画の達成状況,ひ いてはさらに長期的視点に立ち,将 来世代を視野に入れた環境
会計を構築することであった。これに関 しては,上記の環境的B/Sから明 らかなように 「t-CO2
削減仕掛 品」 として環境資産が計上されるζとになる。削減仕掛品は目標年度 まで次年度以降
も毎年累積 されてい く。 また,目 標年度 までに果たす義務のある 「t-CO2削減」の うち未達成
(借方)




















































(注)t-CO2削減 義 務 が400t-CO2ある。

















































合 計 180合 計 180
(注>t-CO2削減 義 務 が320t-CO2ある。
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環境会計は現在,フ ロー情報の提供ツールとしての役割 を担っているが,さ らに環境計画の
フォローアップや将来世代を視野に入れた持続可能な発展 を実現するためのッールとしての有
用性を発揮するためにはス トック情報 を含めた体系 を構築する必要がある。
今回は,そ ういったス トック情報の必要性についての提案と,ス トック情報を複式簿記で考
え,さ らにP/L,B/Sに計上する方法についての試案を考えてみた。環境資産 環境負債 環
:境資本の考え方の精緻:化,財 務的P/L,B/Sと通常の財務諸表 との関係,環 境負債 を財務的
B/Sの本体に計上する手法など検討 を要する課題が山積 しているので,今 後一層検討 してい き
たい。また,5年間における簡略な対策事例 を仮定 して,仕 訳等 を検討 したが,さ らに長期的















7)ただ し,札幌市水道局のように法令遵守部分を 「義務的活動部分⊥ それ以外を 「義務的活動以外の活動部
分」として環境会計を2つに分けて開示 している例もある 【札幌市水道局(2003),p.16】。
8)アメリカ環境保護庁の 『環境会計入門』でも,日本公認会計士協会の研究調査会報告でも,「規制遵守コス
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